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令和８年９月１日 

埼玉県知事 大野 元裕 

 

 
総 合 評 価 方 式 に 係 る 入 札 説 明 書 

 

 下記業務委託の入札を総合評価方式によって実施します。 

入札に参加する意向がありましたら、「自己採点申請書」を「入札書」、「入札金額見積内訳書」に

加えて、応札時に「埼玉県電子入札共同システム」により提出してください。 

また、当該入札に参加するためには、必ず「埼玉県電子入札共同システム」により、参加申込手続き

を行ってください。 

なお、この入札説明書に記載のない事項は、「埼玉県土木工事委託業務総合評価方式活用ガイドライ

ン（Ver.８）」（以下「ガイドライン」という。）の記載によります。ただし、入札説明書とガイドライン

の記載が異なる場合は、入札説明書の記載を優先します。 

 

記 

 

１ 委託業務の概要 

 

（１）委託業務の名称  総委重）道路改築工事（長尾根バイパストンネル詳細設計業務委託） 

（２）履 行 場 所  一般国道１４０号／秩父市田村地内外 

（３）業 務 分 類 名  建設コンサルタント 

 

 

２ 総合評価方式に関する事項 

（１）総合評価方式の型（ガイドラインP7参照） 

簡易型（実績重視型） 

 

（２）採点方式（ガイドライン P7参照） 

  自己採点方式 

 

（３）評価値の算出方法（ガイドライン P35参照） 

  評価値 ＝ 価格評価点 ＋ 技術評価点 

 

（４）見なし評価（ガイドライン P37参照） 

適用します。 

 

（５）１／３失格基準（ガイドライン P37参照） 

適用しません。 
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（６）評価の方法 

ア 落札候補者が提出した技術資料の評価は、様式に記入された内容を添付資料及び各種データ

により確認して採点します。 

イ 様式には必要事項を必ず記入してください。提出資料（該当する様式及び添付資料）に不備

のあった評価項目は、評価対象外となる場合があります。 

ウ 各様式の添付資料は、様式に記入した内容に対応する資料のみを添付してください。 

エ 技術力がそのまま引き継がれると考えられる企業の単純な名称変更については、変更以前の

ものから継続的に取り扱うものとします。また、合併した企業の評価は、合併以前のすべての

企業の実績を引き継ぐものとして評価します。 

オ 提出した「自己採点申請書」と落札候補者通知時に提出した「兼落札候補者用提出書」の記

述が異なる場合には、先に提出した「自己採点申請書」の記述を優先します。 

カ 各評価項目の評価点は、「自己採点申請書（兼）提出書」による値と上記アにより採点した

値を比較して、低い方の値とします。 

キ 分社化した後の企業の施工実績については、埼玉県競争入札参加資格者名簿登録時に、分社

化前の企業から実績の承継が認められているものを評価の対象とします。 

ク 令和元年度とは、平成３１年４月１日～令和２年３月３１日とします。 

 

（７）不適正な事項に対する措置について（ガイドラインP36参照） 

 

ガイドラインのとおり。 

 

（８）落札者（落札候補者）の決定方法（ガイドラインP38、P40参照） 

 

ガイドラインのとおり。 

 

（９）配置予定技術者の配置不可通知（ガイドラインP39参照） 

 

ガイドラインのとおり。 

 

（１０）技術資料の内容の不履行（ガイドラインP42参照） 

 

ガイドラインのとおり。 

 

（１１）技術資料の虚偽記載（ガイドラインP42参照） 

 

ガイドラインのとおり。 

 

（１２）不服の申出について（ガイドラインP42、43参照） 

 

ガイドラインのとおり。 
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３ 技術資料等の提出 

≪「自己採点申請書」の提出≫ 

 

（１）提出内容 

ア すべての入札参加者が提出してください。 

イ 「自己採点申請書兼入札金額見積内訳書」の電子データを提出してください。 

 

（２） 自己採点申請書 

ア 様式は「入札情報公開システム」の「発注情報」にある添付ファイル「自己採点申請書兼入札

金額見積内訳書」を使用してください（日付入力不要、押印不要）。 

イ 評価基準、配点に基づく自社の申告点を正確に記入してください。なお、申告点欄が空白の場

合や、配点以外の申告点の記入があった場合には、その項目を「０点」として扱います。 

ウ 応札時に「入札書」、「入札金額見積内訳書」とともに「自己採点申請書」が提出されない場

合、入札は無効として取り扱います。 

エ 「自己採点申請書（兼）提出書」の記載に不備がある場合、入札が無効となる場合があります。 

 

（３） 提出期限及び提出方法 

ア 応札時に「入札書」、「入札金額見積内訳書」とともに「自己採点申請書」を原則として、

「埼玉県電子入札共同システム」により提出してください。 

イ やむを得ず、埼玉県公共工事等電子入札運用基準７（２）「紙による入札書の提出」の承認を

得た者は、自己採点申請書を入札公告に示す入札書提出期間内に持参してください（期間内必

着）。 

 

≪『兼落札候補者用提出書』及び『技術資料』の提出≫ 

（１）提出内容 

ア 落札候補者通知を受けた者のみが提出してください。 

イ 次の（ア）～（イ）の電子データを電子メール又はファイル転送サービス（以下「電子メー

ル等」という。）により提出するか、電子データを書き込んだ「電子媒体（ＣＤ－Ｒ）」を郵

送、信書便又は持参により提出してください（別紙１参照）。 

なお、やむを得ない理由で「電子データによる提出」ができない場合は、「紙媒体を郵送、

信書便又は持参により提出」した場合も有効として扱います。 

 

（ア）兼落札候補者用提出書 

（イ）技術資料 

ウ 「電子媒体」のラベルには、次の事項を記載してください。 

・「タイトル」… 落札候補者用データ 

・「委託業務の名称」 

・「履行場所」 

・「入札参加者名」 

・「ウイルスチェックに関する情報（対策ソフト名とバージョン、チェック年月日）」 

 

（２）落札候補者用提出書 

ア 自己採点申請時に提出した「自己採点申請書」データに日付を入力し、「落札候補者用提出書」

として提出してください（押印不要）。 

イ 自己採点申請時に作成した「自己採点申請書」の原本の評価項目、配点、自己採点の点数等は

変更しないでください。 

ウ 「落札候補者用提出書」が提出されない場合、入札は無効として取り扱います。 

エ 「落札候補者用提出書」の記載に不備がある場合、入札が無効となる場合があります。 
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（３）技術資料（簡易部分） 

 様式は、県ホームページからダウンロードしてください（「９ 情報入手」参照）。 

 

（４）提出先 

    埼玉県 総務部 入札課 大規模工事担当 

〒３３０－９３０１ 

住 所 さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号 

ＴＥＬ ０４８－８３０－２７４３ 

メールアドレス a2720-04@pref.saitama.lg.jp 

 

（５）提出期限及び提出方法 

   落札候補者通知書に記載します。 

 

 

４ ヒアリング 

 

実施しません。 

 

 

５ 落札者の決定通知 

 

 落札者の決定は、「埼玉県電子入札共同システム」にて通知します。 

入札情報公開システムの技術評価点と評価値については、落札者及び評価を行った者については

評価後の値、それ以外の者は自己採点申請書に基づく値となります。 

 

 

６ 評価状況に関する情報提供（ガイドラインP44参照） 

 

 ガイドラインのとおり。 

 

 

７ 契約書作成に伴う技術資料の追加資料（紙媒体で提出した場合） 

 

 契約書を２部作成するにあたり、技術資料のうち、「様式」及び「履行確認を行う評価項目の添付

書類」が必要となります。落札者は決定通知後、発注者の指示により速やかに紙媒体で２部追加提出

してください。 
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８ 実施上の留意事項 

 

（１）技術資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とします。 

 

（２）提出された技術資料は、技術評価以外に提出者に無断で使用することはありません。 

 

（３）提出された技術資料は、返却しません。 

 

（４）技術資料提出後に技術資料の追加・修正は、認めません。 

 

（５）提出された「電子データ」については、受付担当課所（発注課所）が確認を行い、何らかの原因

で読み込み不可能な場合や必要な電子データの一部が不鮮明な場合などは、再提出を求める場合

があります（その際の再提出方法は、発注課所の指示に従ってください）。 

再提出を求めた期限までに再提出されない場合は、評価項目の全部又は一部を評価しません。 

 

（６）提出する「電子データ」は、提出日直近の最新バージョンで、必ず「ウイルスチェック」を行っ

てください。 

 

（７）提出された「電子媒体」に書き込みの形跡がない場合など、不誠実であるときは失格とする場合

があります。 

 

（８）「電子データ」の各ファイル名は、別紙１を参照してください。 

   なお、電子メール等で提出する場合は、それぞれのファイルをZIP形式で１つにまとめてくださ

い。ファイル名は、「【兼落札候補者用提出書等】〇〇コンサル（××委託）.zip」としてくださ

い。 

 

（９）やむを得ない理由で「電子データ」ではなく「紙媒体」により提出する場合は、Ａ４判としてく

ださい。「提出書（押印不要）」を１頁とした、「通し番号」を付するとともに、全頁数（頁の例：

１／○○～○○／○○）を表示してください。また、袋綴じ・ホッチキス止め等はせずに、ダブル

クリップ等で束ねて提出してください。 

 

（１０）「電子データ」と「紙媒体」による資料の両方が同時に提出された場合には、「電子データ」

による提出資料により評価します。各種「電子データ」と「紙媒体」による資料のうち複数種が

別々に提出された場合には、先に収受した提出資料により評価します。 

 

 

９ 情報入手 

 （１）提出書類の様式及びガイドラインは、適宜変更することがありますので、ガイドラインのバー

ジョンを確認の上、適切な様式を使用してください。 

・ガイドライン・・・県建設管理課の総合評価方式ホームページ 

（https:/www.pref.saitama.lg.jp/a1002/sougouhyouka-itaku/guiduline-youshiki.html） 

・各種様式・・・・・総合技術センターの総合評価方式ホームページ 

（https://www.pref.saitama.lg.jp/b1013/sougouhyouka-gaidorain.html） 

 

 （２）その他の入札・契約事務関係については、総務部入札課のホームページを参照してください。 

 入札・契約事務関係例規集（建設工事等） 

(https://www.pref.saitama.lg.jp/a0211/kitei.html) 

  

http://#
http://#
http://#
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１０ 評価基準及び提出資料 

 

次表に挙げる①～②は必ず提出してください。 

① 
 

社
名
情
報 

 平成２８年４月１日以降に、社名変更、会社の合併、分社の有無及び有りの場

合、必要事項を記入してください。 

提出 

資料 

１ 様式（社名情報） 

２ 添付資料  

社名変更、会社の合併、分社の有りが確認できる書類 

（登記簿の写しなど）。 

② 

配
置
予
定
技
術
者 

 当該業務委託に配置を予定している技術者について記入してください。 

 この様式に記載のない者は配置予定技術者として扱いません。 

 なお、特定設計共同体で参加する場合は、代表構成員の配置予定技術者を記入して

ください。 

提出 

資料 

１ 様式（配置予定技術者） 

２ 添付資料 なし 
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ア 企業の技術能力 

ア（ア）同種・類似業務の実績【   ／1.0点】 

評
価
基
準
・
配
点 

平成２８年度～令和７年度に、公共事業発注機関が発注した同種・類似業務の

１回の契約金額5,000万円以上の実績がある。（３件以上） 

【同種・類似業務：トンネル延長800m以上の道路山岳トンネル（ＮＡＴＭ）詳

細設計業務（修正設計、補修設計を除く）を含む業務委託】 

1.0点 

平成２８年度～令和７年度に、公共事業発注機関が発注した同種・類似業務の

実績がある。（１件以上） 
0.5点 

上記のいずれにも該当しない。 0点 

提
出
資
料 

１ 様式ア（ア） 
注１）「同種業務」：業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が、発注する業務と概

ね同様な業務 

   「類似業務」：発注する業務に求める成果を概ね得られることが類推される業務 

注２）「同種・類似業務の実績」とは、評価基準に示す分野を含む業務とし、受注者として

業務を行った実績を対象とします。 

注３）平成２８年度～令和７年度に「履行期間の終期」が属する業務を対象とします。 

注４）同種・類似業務の実績（業務分野・業務段階・業務概要）が添付資料で確認できない

場合は、評価しません。 

注５）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評価

項目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

２ 添付資料 

① テクリス登録内容確認書（業務実績）の写し。 
注）業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が確認できる部分を添付してください

。 

② テクリスだけでは求める同種・類似業務の実績が確認できない場合やテクリス完了

登録が無い場合、委託業務の契約書及び設計図書の写し。 
注１）業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が確認できる部分を添付してくださ

い。 

注２）業務完了が確認できる書類（「委託業務完了検査結果について（通知）」または

「委託業務完了検査結果及び委託業務成績評定結果について（通知）」）を併せて提

出してください。 

③ ①、②だけでは確認できない場合、業務を実施するための諸条件や業務実施内容等

が確認できる書類。 
注）②の委託業務の契約書に基づく業務委託であることが確認できる書類を併せて提出し

てください。 

④ 受注時の社名が現在と違う場合、社名の変更が分かる書類。 

⑤ 特定設計共同体での実績の場合、代表構成員であることが確認できる書類（特定設

計共同体協定書など）。 
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ア（イ）業務成績評定【   ／2.0点】業務分類（建設コンサルタント業） 

評
価
基
準
・
配
点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が８１点以上。 2.0点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７９点以上８１点未満。 1.5点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７７点以上７９点未満。 1.0点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７５点以上７７点未満。 0.5点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７５点未満、又は実績がな

い。 
0点 

提
出
資
料 

１ 様式ア（イ） 
注１）当該業務の発注業務（建設コンサルタント、測量、地質調査）と同業種を原則としま

す。県発注業務のうち、最終契約額（税込）３００万円以上で受注した業務（競争入札参

加資格者名簿に申請している業務：建設コンサルタント登録、測量登録、地質調査登録の

いずれか）全てを対象として、その業務成績評定点の平均点で評価します。 
   なお、委託業務成績評定については、建設管理課のホームページを参照のこと。 
（https://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/seiseki-ichiran.html） 
注２）令和４年度～令和７年度に「完了年月日」が属する業務を対象とします。 

注３）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評価

項目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

注４）委託業務成績評定の平均点の算出において、小数点以下の端数が生じたときは、小数

点以下を切り捨てて評価します。 

２ 添付資料 

① 特定設計共同体での実績の場合は、代表構成員であることがわかる書類（特定設計

共同体協定書など）。 

② 自社が認識している委託業務成績と県建設管理課のホームページで公表されている

「埼玉県発注業務委託業務成績評定等一覧」のデータに違いがある場合は、「委託業務

成績評定結果及び委託業務成績について（通知）」等の写し。 

 

 ア（ウ）優秀委託業務表彰【   ／1.0点】 

評価 

基準 

・ 

配点 

令和５年度～令和７年度及び当ガイドライン適用期間に、埼玉県県土づくり優

秀委託業務表彰（優秀賞・奨励賞）、埼玉県農林部優秀委託業務表彰（優秀賞・

奨励賞）又は埼玉県企業局優秀委託業務表彰（優秀賞・奨励賞）を受けたこと

がある。 

1.0点 

令和５年度～令和７年度及び当ガイドライン適用期間に、埼玉県県土づくり優

秀委託業務（課所長）表彰、又は埼玉県まちづくり優秀委託業務表彰を受けた

ことがある。 

0.5点 

上記に該当しない。 0点 

提
出
資
料 

１ 様式ア（ウ） 
注１）評価対象年度は受賞年度です。なお、当ガイドライン適用期間における表彰については、

表彰日の翌月以降に公告する案件から評価対象とします（当ガイドライン適用期間とは、

令和８年７月以降に公告する案件）。 

注２）表彰状況は県総合技術センターの総合評価方式 ガイドライン等資料集のページ 

  (https://www.pref.saitama.lg.jp/b1013/sougouhyouka-gaidorain.html) 

  「データ集」で確認してください。 

注３）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評価項

目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

２ 添付資料 

① ホームページに記載がない場合は、表彰状の写し。 

② 特定設計共同体での実績の場合は、構成員であることがわかる書類（特定設計共同

体協定書など)。 

  

http://#
http://#
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オ 企業倫理や信頼性等（減点項目） 

 オ（ア）入札参加停止措置【  ／-1.0点】 

評価 

基準 

・ 

配点 

令和７年度～公告日までの期間に「埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置

要綱」に基づく入札参加停止措置を受けた。 
-1.0点 

上記に該当しない。 0点 

提出 

資料 

１ 様式オ（ア）～（ウ） 

２ 添付資料 なし 

 

 

 オ（イ）総合評価の不履行【  ／-1.0点】 

評価 

基準 

・ 

配点 

令和７年度～公告日までの期間の総合評価方式による県発注業務の技術資料の

履行確認結果において、「添付資料等で確認した結果、履行されていないこと

を確認」との通知を受けた。（下記の場合を除く） 

-1.0点 

令和７年度～公告日までの期間の総合評価方式による県発注業務の技術資料の

履行確認結果において、配置技術者の死亡など、真にやむを得ない理由により

配置技術者を交代し、交代前の配置技術者と同等以上の技術能力を確保できな

かったため「添付資料等で確認した結果、履行されていないことを確認」との

通知を受けた。 

-0.5点 

上記のいずれにも該当しない。 0点 

提出 

資料 

１ 様式オ（ア）～（ウ） 

２ 添付資料 なし 

 

 

 オ（ウ）暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外【  ／-1.0点】 

評価 

基準 

・ 

配点 

令和７年度～公告日までの期間に「埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱」

に基づく入札参加除外措置を受けた。 
-1.0点 

上記に該当しない。 0点 

提出 

資料 

１ 様式オ（ア）～（ウ） 

２ 添付資料 なし 

 

オ（ア）～（ウ）注意事項 

 注１ 評価項目とした事項に該当しているにもかかわらず、様式に該当がない旨記載されている場合

や様式の添付がない場合には、「虚偽記載」と判断し、「失格」とします。 

 注２ 複数の評価項目に該当する場合は、重複評価し減点を合算します。ただし、同一評価項目におけ

る複数回の措置については、重複評価せず減点を合算しません。 

 注３ 特定設計共同体の評価対象者は、ガイドライン P14、15「５（２）評価項目・配点等に係る注意

事項」【補則】のとおりとします。 

 注４ 入札参加停止措置、入札参加除外措置は、措置を受けた日（期間の始まりの日）で判断します。 

 注５ 配置技術者とは、「配置管理技術者」「配置技術管理者」「配置担当技術者」「配置照査技術者」の

ことです。 

注６ 真にやむを得ない理由とは、ガイドライン P24【補則】「配置技術者の途中交代について」のとお 

りです。 
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カ 配置予定管理技術者、配置予定技術管理者の技術能力 
 カ（ア）保有する資格（配置予定管理技術者（技術管理者））【  ／1.0点】 

評価

基準 

・ 

配点 

技術士（総合技術監理部門（建設－トンネル））、技術士（建設部門（トンネル））

を保有している。 
1.0点 

国土交通省登録技術者資格（ＲＣＣＭ（トンネル部門）または上級土木技術者（

トンネル・地下））を保有している。 
0.5点 

上記のいずれにも該当しない。 0点 

提
出
資
料 

１ 様式カ（ア） 
注１）入札公告日時点において、資格が有効である場合に評価します。 

注２）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評価

項目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

２ 添付資料 

資格を保有していることを証明する書類の写し（合格証明書、資格者証等の写し）。 
注１）保有する資格が有効期限のある資格の場合は有効期限の確認できるものを添付す

る。 

注２）建設業法第27条第１項に規定する技術検定の合格後、合格証明書の受領までの期間

は、指定試験機関が通知する「合格通知書」の写し。 
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 カ（イ）同種・類似業務の実績（配置予定管理技術者（技術管理者））【  ／1.0点】 

評
価
基
準
・
配
点 

平成２８年度～令和７年度に、公共事業発注機関が発注した同種・類似業務の

１回の契約金額5,000万円以上の実績がある。（３件以上） 

【同種・類似業務：トンネル延長800m以上の道路山岳トンネル（ＮＡＴＭ）詳

細設計業務（修正設計、補修設計を除く）を含む業務委託】 

1.0点 

平成２８年度～令和７年度に、公共事業発注機関が発注した同種・類似業務の

実績がある。（１件以上） 
0.5点 

上記のいずれにも該当しない。 0点 

提
出
資
料 

１ 様式カ（イ） 
注１）「同種業務」：業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が、発注する業務と概ね同

様な業務 

   「類似業務」：発注する業務に求める成果を概ね得られることが類推される業務 

注２）「同種・類似業務の実績」とは、発注者が指示する分野を含む業務とし、管理技術者と

して全履行期間従事した業務の実績を対象とします。 

注３）平成２８年度～令和７年度に「履行期間の終期」が属する業務を対象とします。 

注４）同種・類似業務の実績（業務分野・業務段階・業務概要）が添付資料で確認できない

場合は、評価しません。 

注５）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評価

項目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

注６）配置予定技術者の技術能力においては、過去に在籍していた会社での実績も評価対象に

なります。 

   ただし、施工経験については、関係書類（「登録内容確認書等」）により、実際に従事

していたことが証明できない場合は、評価対象としません。 

注７）評価対象期間内に、契約工期の終期が属する委託業務が対象です。 

２ 添付資料 

 ① テクリス登録内容確認書（業務実績）の写し。 

  注）業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が確認できる部分を添付してくだ

さい。 

 ② テクリスだけでは求める同種・類似業務の実績が確認できない場合やテクリス完了

登録が無い場合、委託業務の契約書及び設計図書の写し。 

  注１）業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が確認できる部分を添付してく

ださい。 
  注２）下記のどちらかを提出してください。 

    ・業務完了が確認できる書類（「委託業務完了検査結果について（通知）」）、及び

配置予定管理技術者（技術管理者）の従事実績を確認できる書類（発注者による証明

書）。 

    ・業務完了及び配置予定管理技術者（技術管理者）の従事実績を確認できる書類 

    （「委託業務完了検査結果及び委託業務成績評定結果について（通知）」）。 

 ③ ①、②だけでは確認できない場合、業務を実施するための諸条件や業務実施内容等

が確認できる書類。 

  注）②の委託業務の契約書に基づく業務委託であることが確認できる書類を併せて提

出してください。 

 ④ 特定設計共同体での実績の場合、代表構成員であることが確認できる書類（特定設計

共同体協定書など）。 
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 カ（ウ）業務成績評定（配置予定管理技術者（技術管理者））【  ／2.0点】 
業務分類（建設コンサルタント業） 

評
価
基
準
・
配
点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が８１点以上。 2.0点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７９点以上８１点未満。 1.5点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７７点以上７９点未満。 1.0点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７５点以上７７点未満。 0.5点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７５点未満、又は実績がな

い。 
0点 

提
出
資
料 

１ 様式カ（ウ） 
注１）当該業務の発注業務（建設コンサルタント、測量、地質調査）と同業種の成績評定を

原則とします。県発注業務のうち、最終契約額（税込）３００万円以上で受注した業務

（競争入札参加資格者名簿に申請している業務：建設コンサルタント登録、測量登録、

地質調査登録のいずれか）において、管理技術者（技術管理者）として全履行期間従事

した業務の実績すべてを対象として、その委託業務成績評定点の平均点で評価します。 

なお、委託業務成績評定については、建設管理課のホームページを参照のこと。 

（https://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/seiseki-ichiran.html） 

注２）令和４年度～令和７年度に「完了年月日」が属する業務を対象とします。 

注３）過去に在籍していた会社での委託業務成績評定も評価対象とします。 

注４）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評

価項目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

注５）委託業務成績評定の平均点の算出において、小数点以下の端数が生じたときは、小数

点以下を切り捨てて評価します。 

２ 添付資料 

① 特定設計共同体での実績の場合は、代表構成員であることがわかる書類（特定設計

共同体協定書など）。 

② 自社が認識している委託業務成績と県建設管理課のホームページで公表されている

「埼玉県発注業務委託成績評定等一覧」のデータに違いがある場合は、「委託業務成績

評定結果及び委託業務成績について（通知）」等の写し。 

  

http://#
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 カ（エ）優秀委託業務表彰（配置予定管理技術者（技術管理者））【  ／1.0点】 

評価 

基準 

・ 

配点 

令和３年度～令和７年度及び当ガイドライン適用期間に、埼玉県県土づくり優

秀委託業務表彰（優秀賞・奨励賞）、埼玉県農林部優秀委託業務表彰（優秀賞・

奨励賞）又は埼玉県企業局優秀委託業務表彰（優秀賞・奨励賞）を受けたことが

ある。 

1.0点 

令和３年度～令和７年度及び当ガイドライン適用期間に、埼玉県県土づくり優

秀委託業務（課所長）表彰、又は埼玉県まちづくり優秀委託業務表彰を受けたこ

とがある。 
0.5点 

上記に該当しない。 0点 

提
出
資
料 

１ 様式カ（エ） 
注１）評価対象年度は受賞年度です。発注部局を問わず表彰者を評価します。なお、当ガイ

ドライン適用期間における表彰については、表彰日の翌月以降に公告する案件から評価

対象とします（当ガイドライン適用期間とは、令和８年７月以降に公告する案件）。 

表彰状況は県総合技術センターの総合評価方式 ガイドライン等資料集のページ 

  (https://www.pref.saitama.lg.jp/b1013/sougouhyouka-gaidorain.html) 

  「データ集」で確認してください。 

注２）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評価 

項目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

注３）管理技術者（技術管理者）としての表彰について評価対象とします。 

注４）過去に在籍していた会社での実績も評価対象となります。 

２ 添付資料 

① ホームページに記載がない場合は、表彰状の写し。 

② 特定設計共同体での実績の場合、構成員であることが確認できる書類（特定設計共

同体協定書など）。 

 

キ 配置予定管理技術者（技術管理者）の専任性 

キ（ア）管理技術者（技術管理者）の手持ち業務数（配置予定管理技術者（技術管理者）） 

【  ／1.0点】 

評価 

基準 

・ 

配点 

手持ち業務の件数が３件未満 1.0点 

手持ち業務の件数が３～４件 0.5点 

手持ち業務の件数が５件以上 0点 

提
出
資
料 

１ 様式キ（ア） 
 注１）入札公告日時点における配置予定技術者の手持ち業務件数（管理技術者及び担当技術者

として従事しているもの）をテクリスデータに登録されている契約件数により評価しま

す。 

 注２）対象となる業務は、入札公告日時点において契約済みの契約額（税込）３００万円以上

の業務（測量、調査、設計等全ての業務）とし、特定設計共同体としての業務（契約額は

出資比率により算定）も対象とします。なお、手持ち業務は公共事業を対象とし，民間業

務は含みません。 

２ 添付資料 なし 

  

http://#
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ケ 配置予定照査技術者の技術能力 
 ケ（ア）保有する資格（配置予定照査技術者）【  ／0.5点】 

評価

基準 

・ 

配点 

技術士（総合技術監理部門（建設－トンネル））、技術士（建設部門（トンネル））

を保有している。 
0.5点 

国土交通省登録技術者資格（ＲＣＣＭ（トンネル部門）または上級土木技術者（

トンネル・地下））を保有している。 
0.25点 

上記のいずれにも該当しない。 0点 

提
出
資
料 

１ 様式ケ（ア） 
注）入札公告日時点において、資格が有効である場合に評価します。 

２ 添付資料 
資格を保有していることを証明する書類の写し（合格証明書、資格者証等の写し）。 

注１）保有する資格が有効期限のある資格の場合は有効期限の確認できるものを添付する。 

注２）建設業法第27条第１項に規定する技術検定の合格後、合格証明書の受領までの期間

は、指定試験機関が通知する「合格通知書」の写し。 
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ケ（イ）同種・類似業務の実績（配置予定照査技術者）【  ／0.5点】 

 

  

評
価
基
準
・
配
点 

平成２８年度～令和７年度に、公共事業発注機関が発注した同種・類似業務の

１回の契約金額5,000万円以上の実績がある。（３件以上） 

【同種・類似業務：トンネル延長800m以上の道路山岳トンネル（ＮＡＴＭ）詳

細設計業務（修正設計、補修設計を除く）を含む業務委託】 

0.5点 

平成２８年度～令和７年度に、公共事業発注機関が発注した同種・類似業務の

実績がある。（１件以上） 
0.25点 

上記のいずれにも該当しない。 0点 

提
出
資
料 

１ 様式ケ（イ） 
注１）「同種業務」：業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が、発注する業務と概

ね同様な業務 

   「類似業務」：発注する業務に求める成果を概ね得られることが類推される業務 

注２）「同種・類似業務の実績」とは、発注者が指示する分野を含む業務とし、管理技術者

又は照査技術者として全履行期間従事した業務の実績を対象とします。 

注３）平成２８年度～令和７年度に「履行期間の終期」が属する業務を対象とします。 

注４）同種・類似業務の実績（業務分野・業務段階・業務概要）が添付資料で確認できない

場合は、評価しません。 

注５）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評

価項目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

注６）配置予定技術者の技術能力においては、過去に在籍していた会社での実績も評価対象

になります。 

   ただし、施工経験については、関係書類（「登録内容確認書等」）により、実際に従

事していたことが証明できない場合は、評価対象としません。 

注７）評価対象期間内に、契約工期の終期が属する委託業務が対象です。 

２ 添付資料 

① テクリス登録内容確認書（業務実績）の写し。 
注）業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が確認できる部分を添付してくださ

い。 

② テクリスだけでは求める同種・類似業務の実績が確認できない場合やテクリス完了

登録が無い場合、委託業務の契約書及び設計図書の写し。 
注１）業務を実施するための諸条件や業務実施内容等が確認できる部分を添付してくだ

さい。 

  注２）下記のどちらかを提出してください。 

    ・業務完了が確認できる書類（「委託業務完了検査結果について（通知）」）、及

び配置予定管理技術者（技術管理者）の従事実績を確認できる書類（発注者による

証明書）。 

    ・業務完了及び配置予定管理技術者（技術管理者）の従事実績を確認できる書類 

    （「委託業務完了検査結果及び委託業務成績評定結果について（通知）」）。 

③ ①、②だけでは確認できない場合、業務を実施するための諸条件や業務実施内容等

が確認できる書類。 
注）②の委託業務の契約書に基づく業務委託であることが確認できる書類を併せて提出し

てください。 

④ 特定設計共同体での実績の場合、代表構成員であることが確認できる書類（特定設

計共同体協定書など）。 



16 

 

 

 ケ（ウ）業務成績評定（配置予定照査技術者）【  ／1.0点】                

                   業務分類（建設コンサルタント業） 

評
価
基
準
・
配
点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が８１点以上。 1.0点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７９点以上８１点未満。 0.75点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７７点以上７９点未満。 0.5点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７５点以上７７点未満。 0.25点 

県発注業務の令和４年度～令和７年度の平均点が７５点未満、又は実績がな

い。 
0点 

提
出
資
料 

１ 様式ケ（ウ） 

注１）当該業務の発注業務（建設コンサルタント、測量、地質調査）と同業種の成績評定を

原則とします。県発注業務のうち、最終契約額（税込）３００万円以上で受注した業務

（競争入札参加資格者名簿に申請している業務：建設コンサルタント登録、測量登録、

地質調査登録のいずれか）において、管理技術者（技術管理者）として全履行期間従事

した業務の実績全てを対象として、その委託業務成績評定点の平均点で評価します。 

なお、委託業務成績評定については、建設管理課のホームページを参照のこと。 

   （https://www.pref.saitama.lg.jp/a1002/seiseki-ichiran.html） 

注２）令和４年度～令和７年度に「完了年月日」が属する業務を対象とします。 

注３）過去に在籍していた会社での委託業務成績評定も評価対象とします。 

注４）特定設計共同体の過年度実績及び評価対象者は、ガイドラインP14、15「５（２）評

価項目・配点等に係る注意事項」【補則】のとおりとします。 

注５）委託業務成績評定の平均点の算出において、小数点以下の端数が生じたときは、小数

点以下を切り捨てて評価します。 

２ 添付資料 

① 特定設計共同体での実績の場合は、代表構成員であることがわかる書類（特定設計共同

体協定書など）。 

② 自社が認識している委託業務成績と県建設管理課のホームページで公表されている「埼

玉県発注業務委託成績評定等一覧」のデータに違いがある場合は、「委託業務成績評定結

果について（通知）」等の写し。 

  

http://#
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別紙１ 

自己採点方式 

 

 

『兼落札候補者用提出書』及び『技術資料』の 

提出イメージ 

≪落札候補者が提出≫ 
 

  電子媒体（ＣＤ－Ｒ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 技術資料提出様式（Excel）にコピー＆ペースト用のファイル名があるのでご活用ください。 

 

委託業務の名称 

履行場所 

 

 

 

入札参加者名 
ウイルスチェックに関する情報 

CD-R 

 

 

必ず提出 

必要に応じて 

提出 

注１）添付資料のファイル名（全角） 

   ⇒ 【添付資料】＋ 評価項目 

Excel 兼落札候補者用通知書

Excel 共通提出資料・技術資料様式

PDF 【添付資料】ア（ア）同種・類似業務の実績

PDF 【添付資料】ア（イ）業務成績評定

PDF 【添付資料】ア（ウ）優秀委託業務表彰

PDF 【添付資料】イ （ア）業務成績評定

PDF 【添付資料】ウ（ア）災害防止活動等の協定

・
・
・


